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（※については例規集登載事項）
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告 示

○森林病害虫等防除法の規定に基づく特別伐倒駆除命令 （森づくり推進課取扱い）１

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉

サービス事業者の指定 （大隅地域振興局取扱い）２

公 告

○大規模小売店舗の届出事項の変更に関する公告（２件） （商工政策課取扱い）２

鹿児島県告示第994号

森林病害虫等防除法（昭和25年法律第53号）第５条第２項の規定により，次のとおり特別伐

倒駆除命令をする予定である。

平成27年11月20日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 区域及び期間

 区域

薩摩川内市の区域内に存する松林のうち次の区域（「次」は，省略し，その関係書類を

鹿児島県環境林務部森づくり推進課及び薩摩川内市役所に備え置いて縦覧に供する。）

 期間

平成27年12月10日から平成28年３月18日まで

２ 行うべき措置の内容

松くい虫の付着している松の樹木の存する松林を所有し，又は管理する者は，当該松の樹

木を伐倒して破砕するか，又は当該松の樹木を伐倒して焼却（炭化を含む。）すること。

３ 命令しようとする理由

１のの区域において松くい虫の被害が発生しており，２に掲げる措置を行わなければ松

くい虫の被害が異常にまん延し，同区域及びその周辺の高度公益機能森林及び被害拡大防止

森林に重大な損害を与えるおそれがあるため

４ その他

 ２に掲げる措置については，森林害虫防除員の指示に従って行うこと。

 ２に掲げる措置について破砕を行う場合は，破砕後の木片の厚さが６ミリメートル（木

材チッパーにより破砕する場合にあっては，15ミリメートル）以下となるように破砕を行

うこと。

 ２に掲げる措置を行った者は，平成28年３月18日（金）までに，森林病害虫等駆除実施

届出書（別記様式）を，知事に提出しなければならない。

 知事は，森林病害虫等駆除実施届出書の提出があったときは，当該届出者が２に掲げる

措置を行ったかどうかを確認して損失補償金の額を決定し，損失補償金を交付する。

 知事は，２に掲げる措置を行うべき松林を所有し，又は管理する者が，１のの期間内

に２に掲げる措置を行わないとき，行っても十分でないとき，又は行う見込みがないとき

は，当該措置の全部又は一部を行うことがある。
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 知事は，に掲げる措置を行った場合において，その費用の額が２に掲げる措置を行う

べき者が自らその措置の全部又は一部を行ったとした場合にその者が受けることとなるべ

き補償金の額を超えるときは，その超える部分の額に相当する額をその者から徴収するこ

とがある。

 １のの区域内において松林を所有し，又は管理する者は，この告示の日から２週間以

内に，理由を記載した書面をもって知事に不服を申し出ることができる。

（別記様式）

年 月 日

鹿児島県知事 殿

届出人 住所

氏名 印

法人にあつては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

森林病害虫等駆除実施届出書

森林病害虫等防除法施行細則第１条の規定により，次のとおり届け出ます。

命ぜられた措 森林（伐採跡地を含 樹木若しくは伐採木等の本 樹木又は伐採木等

置の内容 む。）の面積 数又は伐採跡地の根株数 の材積

ヘクタール 本又は株 立方メートル

実施地区又は 実 施 に 要 し た 費 用
実 施 期 間

場所 種 別 数 量 単 価 金 額

人 夫 人 円 円

年 月 日から 薬 剤 リットル 円 円

年 月 日まで その他 円

計 円

注 氏名を自筆で記入したときは，押印を省略することができる。

大隅地域振興局告示第18号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第

29条第１項の規定により，次のとおり指定障害福祉サービス事業者として指定した。

平成27年11月20日

大隅地域振興局長 酒匂司

事 業 所 申 請 者 障 害 福 祉
指 定 年 月

主たる事務所の 代表者の氏 サ ー ビ ス
名 称 所 在 地 名 称 日

所在地 名 の 種 類

生活介護事業所 鹿 屋 市 上 野 町 株式会社綾福祉 鹿 屋 市 上 野 町 田中雄一郎 平成27年 生 活 介 護

まあむ 4790番地１ 会 4790番地１ 11月10日

大規模小売店舗の届出事項の変更に関する公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の規定に

より次のとおり大規模小売店舗の変更について届出があったので，関係書類を平成27年11月20

日から４月間，鹿児島県商工労働水産部商工政策課及び姶良・伊佐地域振興局総務企画部にお

いて縦覧に供する。

なお，法第８条第２項の規定により意見を述べようとするものは，「意見 意見を述べ

る理由 氏名及び住所（団体にあっては，名称，代表者の氏名及び事務所の所在地） 大

規模小売店舗の名称及び所在地」を記載した意見書を，平成27年11月20日から４月以内に，鹿

公 告
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児島県商工労働水産部商工政策課に到着するよう提出すること。

平成27年11月20日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

スーパードラッグコスモス大口店

伊佐市大口里571番１ 外４筆

２ 変更事項

大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並びに代表者の氏名

 変更前 三井住友ファイナンス＆リース株式会社 代表取締役社長 川村嘉則

東京都港区西新橋三丁目９番４号

 変更後 三井住友ファイナンス＆リース株式会社 代表取締役社長 川村嘉則

東京都千代田区丸の内一丁目３番２号

３ 変更年月日

平成27年10月１日

４ 届出年月日

平成27年11月４日

…………………………………………………

大規模小売店舗の届出事項の変更に関する公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の規定に

より次のとおり大規模小売店舗の変更について届出があったので，関係書類を平成27年11月20

日から４月間，鹿児島県商工労働水産部商工政策課及び北地域振興局総務企画部において縦

覧に供する。

なお，法第８条第２項の規定により意見を述べようとするものは，「意見 意見を述べ

る理由 氏名及び住所（団体にあっては，名称，代表者の氏名及び事務所の所在地） 大

規模小売店舗の名称及び所在地」を記載した意見書を，平成27年11月20日から４月以内に，鹿

児島県商工労働水産部商工政策課に到着するよう提出すること。

平成27年11月20日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

スーパードラッグコスモス出水店

出水市上知識町781番地 外８筆

２ 変更事項

大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並びに代表者の氏名

 変更前 三井住友ファイナンス＆リース株式会社 代表取締役社長 川村嘉則

東京都港区西新橋三丁目９番４号

 変更後 三井住友ファイナンス＆リース株式会社 代表取締役社長 川村嘉則

東京都千代田区丸の内一丁目３番２号

３ 変更年月日

平成27年10月１日

４ 届出年月日

平成27年11月４日


